次期高齢者計画の策定について
Ⅰ．国　基本指針

Ⅱ．計画策定の意義　
１　計画策定の趣旨
○　平成26年には、府民のほぼ４人に一人が高齢者になると予測され、高齢化、少子化の進展に対応。
○　第３期計画から第４期計画に続く理念や考え方を引き継ぐ。
○　高齢化が本格化する平成27（2015）年度以降における地域包括ケアシステムの構築を見すえた新たな視点での取組み。
２　計画の基本理念
　 今後、高齢者が可能な限り住み慣れた地域でその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、高齢者のニーズに応じて、医療、介護、予防、住まい、生活支援サービスを切れ目なく提供する「地域包括ケアシステム」の構築を目指す。
３　計画の基本視点
○　人権の尊重
○　利用者本位の施策の推進
○　地域包括ケアシステムの構築
○　市町村による主体的な施策展開と府との連携強化
Ⅲ．計画策定スケジュール　　　⇒資料２－４参照
資料２－１





１　第５期「介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を確保するための基本的な指針」の基本的な考え方について


【基本的事項】


■基本的理念


　　・地域包括ケアシステムの構築


■要介護者等の実態の把握


　　・日常圏域ニーズ調査の積極的な実施


■今後地域で必要と考えられる以下の４事項について、地方自治体が地域の実情に応じて優先すべき重点事項を選択して取り組むことができるように計画の記載事項に追加（任意）


　　①認知症支援策の充実


　　②医療との連携


　　③高齢者の居住に係る連携


　　④生活支援サービス（介護保険外サービス）





２　計画の位置づけと計画期間


○平成26年度における目標を立てた上で、現行計画を経て、そこに至る最終段階の位置づけを有する。


○第5期計画は、高齢化のピークを迎える時期までに、地域包括ケアシステムを構築するために必要となる重点的な事項を、地域の実情に応じて、段階的に充実強化させていく取組みのスタートの位置づけを有する。


○計画期間は、平成２４年度～２６年度とする。











